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第150回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第150回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内

申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の

下記ウェブサイトに「第150回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事

項を掲載しております。

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しておりま

す。

（東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に

「明治機械」または「コード」に当社証券コード「6334」を入力・検索し、「基

本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会

招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によっ
て議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検
討のうえ、2025年6月23日（月曜日）午後5時30分までに議決権を行使してくださ
いますようお願い申しあげます。

敬　具

※事前にインターネットで議決権行使いただいた株主様には、議案の賛否に関わ
らず、抽選で50名様に電子ギフト（500円相当）を贈呈いたします。
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１．日 時 2025年６月24日（火曜日）午前10時00分

２．場 所 東京都千代田区神田錦町二丁目２番地１

神田スクエア　３階　SQUARE ROOM

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １. 第150期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員

会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第150期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計

算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

記

４. 招集に当たっての決定事項
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議

案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
扱いいたします。

(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合
は、到着日時を問わずインターネットによる議決権行使を有効なものとし
てお取扱いいたします。

(4) 代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有する他の株主様１
名を代理人として、その議決権を行使できることとさせていただきます。
また、議決権の代理行使に当たっては、代理権を証明する書面をご提出く
ださい。株主でない代理人及び同伴の方など株主以外の方は、株主総会に
出席いただけません。

(5) 議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに、当
社に議決権の不統一行使を行う旨及びその理由をご通知ください。

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集通知とあわせてお送りする議決権行使
書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措
置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定

款第16条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会
計監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査
した対象書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブ
サイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲
載させていただきます。

◎本株主総会にご出席を予定される株主の皆さまにおかれましては、株主総会当
日のご体調をご確認のうえ、ご出席いただきますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切
手を貼らずにご投函くださ
い。

次ページの案内に従って、議
案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年６月24日（火曜日）

午前10時開始

2025年６月23日（月曜日）

午後５時30分到着分まで

2025年６月23日（月曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

第１・４号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２・３号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、反対

する候補者の番号をご記入ください。

・書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行
使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
・書面（郵送）での議決権行使において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法
議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワー

ドを入力することなく、議決権行使サイトにログイ

ンすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・

仮パスワード」を入力しクリックしてください。
2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」
をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果

当連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）におけるわが国

経済は、緩やかな回復基調が続き、雇用・所得環境の改善等により個人消費に

持ち直しの動きがみられたものの、物価上昇の影響により依然として慎重な姿

勢が続いております。また、エネルギー価格や原材料価格の高止まりによる企

業収益への影響がみられる中、政府の経済対策や日本銀行の金融政策による景

気刺激策が引き続き実施されております。

このような状況のもと、当社グループにおいては、収益基盤の確立・向上や

成長事業領域の探求、参入の検討等を継続的に行ってまいりました。

プラント工事につきましては、昨年１月に受注をしました一定の期間にわた

り収益を認識する大型工事案件が当初の工程どおり無事に終了しており、ま

た、中小型工事案件についても順調に進捗し、当連結会計年度の収益に寄与い

たしました。

また、来年度以降の受注に向けて、昨年度からの提案型営業が奏功し、引き

合いや受注に至る案件が増えております。さらには、年度内完工予定の各種工

事案件を順調に進める一方、主力の飼料・製粉メーカー等における来年度以降

の設備投資動向のヒアリングや新たな顧客等からも営業情報の入手を進め、昨

年度から推進している提案型営業を継続強化しております。

産業機械製造分野については、食関連企業向けに各種機械製品の受注強化を

進める一方、様々な業界で省力化・省人化として需要のある自動開袋機等を新

規受注しております。

また、昨年９月より産業機械受注の獲得に向けた取組みとして、各種キャン

ペーンを実施し、工場出荷高は前年対比で115％の伸びを示しました。

当社グループはお客様との「対話」を大切にし、「顧客第一」を重視したお

客様と共に成長したいという考えのもと、今後もこのようなキャンペーンを実
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施してまいります。

一方、製造現場では、①稼働率の安定化、②納期管理、③クレーム削減の３

点を重要視し原価低減に努め、収益力の向上や品質の安定化に努めてまいりま

した。①稼働率の安定化につきましては、今期製造現場における様々な取り組

みが功を奏して、一定の成果をあげることができました。②納期管理、③クレ

ーム削減につきましては、今後も引き続きの課題となりますので、お客様に喜

んでいただけるような成果を出せるよう改善してまいります。

昨年度に新設したフードソリューション部においては、解凍機ビジネスにつ

いて今後もさらなる受注獲得に向けて、冷凍機ビジネスも含めた各種提案を迅

速かつ適切に行える環境を構築する必要があると判断し、テストセンター兼シ

ョールームの機能を併設した「明治 フローズンフーズ ラボラトリー」を2024

年12月に品川区に開設いたしました。今後の当社グループ内事業の柱の１つに

なるよう、冷凍から解凍までの一連の工程を提案できる「コールドチェーンビ

ジネス」の確立を目指してまいります。

また、2024年６月に発表した「通信の課題を解消する太陽光発電システムを

基幹とした通信ネットワークシステム事業」製品名３WAYポール「そ・ら・

こ」については、企業のＢＣＰ対応及び通信品質の向上のため、観光地やイベ

ント会場等に導入ができるよう企業の物流倉庫・食品工場や地方自治体の公共

施設や病院等で導入検討を頂いております。さらに付加価値を付けた提案営業

を行うことで受注に繋げてまいります。これらにより、さらなる将来に向けた

収益基盤の確立と向上への取り組みに注力してまいります。

こうした状況下、当連結会計年度前半は業績面で低調な状況が続きましたも

のの、最終的に当社グループの連結の売上高は6,511百万円（前連結会計年度

は4,896百万円）と前連結会計年度に比べ増収となりました。損益面に関しま

しても、収益改善諸施策の効果が功を奏し、営業利益267百万円（前連結会計

年度は247百万円の営業利益）、経常利益314百万円（前連結会計年度は265百万

円の経常利益）となりましたが、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損

失、法人税等を差引き、120百万円（前連結会計年度は314百万円の親会社株主

に帰属する当期純利益）を計上することとなりました。

また、当社の単体業績は、売上高6,346百万円（前期は4,864百万円）、営業

利益265百万円（前期は営業利益244百万円）、経常利益302百万円（前期は経常

利益247百万円）、当期純利益121百万円（前期は当期純利益296百万円）となり

ました。

なお、前連結会計期間より、当社グループの報告セグメントは単一セグメン

トとなったため、セグメント別の記載を省略しております。
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（２）設備投資の状況

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、339百万円であり

ます。

その主なものは、太陽光発電所購入による機械装置、土地などであります。

（３）資金調達の状況

当社グループの所要資金につきましては、自己資金及び金融機関からの借入

金によって賄っております。

なお、当社は運転資金の効率化を図るため、取引銀行２行と当座貸越極度額

500百万円の当座貸越契約を締結しております。
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区 分 単 位
第147期

2022年３月期
第148期

2023年３月期
第149期

2024年３月期

第150期
（当連結会計年度）

2025年３月期

売 上 高 百万円 7,591 6,306 4,896 6,511

経 常 利 益 百万円 93 231 265 314

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

百万円 △117 1,764 314 120

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

円 △10.31 154.95 27.88 10.81

総 資 産 百万円 7,244 7,236 6,873 6,833

純 資 産 百万円 1,139 3,425 3,179 3,038

１株当たり純資産額 円 100.03 300.75 284.19 285.92

区 分 単 位
第147期

2022年３月期
第148期

2023年３月期
第149期

2024年３月期

第150期
（当事業年度）

2025年３月期

売 上 高 百万円 7,410 6,182 4,864 6,346

経 常 利 益 百万円 88 234 247 302

当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

百万円 △122 1,767 296 121

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

円 △10.75 155.23 26.34 10.88

総 資 産 百万円 7,011 7,004 6,575 6,356

純 資 産 百万円 930 3,193 2,902 2,717

１株当たり純資産額 円 81.75 280.39 259.42 255.74

（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況
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会 社 名
資 本 金
又 は 出 資 金

当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

明治機械（徳州）有限公司 594百万円 100.0％
製粉・飼料用ロールの製造販
売、飼料プラント

株 式 会 社 柳 原 製 粉 機 25百万円 100.0％
農産物加工用機械、農業用機械
器 具 の 製 造 、 販 売 、 修 理

株 式 会 社 デ ジ サ イ ン 100百万円 100.0％
デジタル化に係るソリューショ
ン事業

株 式 会 社 F O R T H I N K 10百万円 100.0％
デジタル化に係るソリューショ
ン事業

（５）重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

(注)  １.2024年11月29日付にて株式会社デジサイン及び株式会社FORTHINKの株式の100%を取得

し連結子会社にしております。また、株式会社デジサインは特定子会社に該当してお

ります。

２.連結子会社のうち、株式会社デジサイン及び株式会社FORTHINKの決算日は６月30日で

あります。連結計算書類の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

（６）対処すべき課題

１.収益基盤の確立・向上

当社は安定した収益基盤の確立と向上を目指し、以下の施策を実施してまい

ります。

(１)強みである顧客基盤、拠点網、プラント・機械のワンストップ提供等を

更に活かしていくための営業戦略・営業手法の見直し・実行による競争

優位の確立

(２)既存顧客にかかわらない広範な「食」関連企業向けの各種ソリューショ

ン営業強化による顧客ポートフォリオの分散・拡大や収益源の多様化

(３)Abalanceグループとの連携強化により、脱炭素、衛生面強化等広範な顧

客ニーズへ対応し、競合他社と差別化

(４)製造部門を中心に一層の稼働率向上、機械設計・プラント設計の精緻化

や精度アップ、協力会社・外注先の拡充、老朽化設備の更新等による機

械製造やプラントエンジニアリング事業の生産性・効率性向上およびコ

スト競争力強化

２.成長事業領域の探求、参入検討

当社は中長期的な企業価値の向上を目指し、以下の施策を実施してまいりま

す。
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(１)省力化、省人化等の顧客ニーズを踏まえた新製品・新分野の研究開発力

強化

(２)国内外連携による中国子会社の収益力強化、東南アジア市場での機械・

プラント受注機会の発掘、グローバル調達強化に向けたパートナー企業

との連携強化

(３)Abalanceグループや外部パートナーとの連携による新規事業への参入検

討、「食」「農」関連にフォーカスした６次産業化の取り組み検討、

M&A活用による事業領域の拡大

３.財務体質の強化

当社は環境変化にも対応できる財務体質の強化を目指し、以下の施策を実施

してまいります。

新規事業化や設備投資等に伴う資金需要を踏まえた適切かつ機動的な有

利子負債の活用

４.働きがいのある企業への変容

　　当社は当社で働く従業員が仕事にやりがいを持ち、働きがいのある企業への

変容を目指し、以下の施策を実施してまいります。

(１)企業風土変革、人事制度改革等による満足感、公平感を感じる体制の構

築

(２)技術、設計等のエンジニアリング人材層の厚み確保、技術・ノウハウの

体系的な伝承の仕組み整備

(３)個々の役職員の能力、知識を磨き・引き出し、価値創造を発揮してもら

うための仕組み作りやコミュニケーション機会の拡充

５.SDGs、ESGへの取り組み

　当社はSDGs、ESGへの取り組みを重要課題と位置付け、経営・事業活動を通

じた持続可能な社会実現への貢献を目指し、以下の施策を実施してまいりま

す。

(１)CO2排出量削減をはじめとする脱炭素への取組み

(２)新規事業、IoT等を活用したライフライン維持や持続可能な食農畜産業

への貢献

(３)取引先の後継者・指導者不足解消に向けたサポート

(４)コンプライアンスの徹底

－ 11 －



事業区分 主要製品・事業内容等

産業機械

関連事業

プ ラ ン ト 事 業

産業機械メーカー事業

環 境 資 材

バルクハンドリング

海 外 事 業

プラント工場建設元請（製粉工場、飼料工場の新

設・増設・改修工事）

これらは、当社が請負っております。

製粉製造設備一式（ロール機、石臼、スケヤーシフ

ター、ピューリファイヤー等）、配合飼料製造設備

一式（ロール機、ハンマーミル、精選装置、ペレッ

ト・フレーク製造装置、集塵装置等）、その他の産

業機械（各種粉砕ロール機、ハンマーミル、原料選

別装置、チョコレート成型・冷却装置、二重遠心チ

ルドロール、開袋機、解凍機等）、保守メンテナン

ス（設備機器の修理、ロールの研磨・目立、消耗品

交換）

これらは、当社が製造販売等をしており、連結子会

社明治機械（徳州）有限公司は、主として、当社、

中国及びその他海外へ製粉用ロールの製造販売を行

っております。また、連結子会社株式会社柳原製粉

機は、製粉機械等を当社及び国内外へ製造販売して

おります。

環境資材（GAINA、光触媒）の施工・販売

バイオマス発電等のバルクハンドリングエンジニア

リング設計・施工

海外プラント工場建設、ロール及び製粉機械の製

造・販売

（７）主要な事業内容（2025年３月31日現在）

－ 12 －



当 社

本 社 東京都千代田区神田司町二丁目８番地１

営 業 所

八戸営業所（青森県八戸市）、鹿島営業所（茨城
県神栖市）、長野営業所（長野県長野市）、関西
営業所（兵庫県西宮市）、福岡営業所（福岡県福
岡市）、鹿児島営業所（鹿児島県鹿児島市）、沖
縄営業所（沖縄県那覇市）

事 業 所
足利事業所（栃木県足利市）、柳原事業所（長野
県長野市）

明 治 機 械 ( 徳 州 ) 有 限 公 司 本 社 中国・山東省（徳州市）

株 式 会 社 柳 原 製 粉 機 本 社 長野県長野市

株 式 会 社 デ ジ サ イ ン 本 社 東京都千代田区

株 式 会 社 F O R T H I N K 本 社 北海道札幌市

（８）主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

220名 39名増

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

162名 8名増 45.1歳 12.7年

（９）従業員の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）１．上記従業員数には、契約社員26名、パート２名を含んでおります。

２．使用人数が前連結会計年度末と比べて39名増加しましたのは、2024年11月29日付で株

式会社デジサインを連結子会社化したためであります。

② 当社の従業員の状況

（注）上記従業員数には、契約社員24名、パート２名を含んでおります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 足 利 銀 行 620百万円

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 452

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 270

株 式 会 社 栃 木 銀 行 186

足 利 小 山 信 用 金 庫 101

（10）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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（１）発行可能株式総数 20,000,000株

（２）発行済株式の総数 11,402,636株

（注）発行済株式の総数には、自己株式775,930株を含んでおります。

（３）単元株式数 100株

（４）株主数 4,654名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ａ ｂ ａ ｌ ａ ｎ ｃ ｅ 株 式 会 社 3,914,100株 36.83％

株 式 会 社 ア ン プ ロ モ ー シ ヨ ン 643,300 6.05

黒 岩 初 美 395,900 3.73

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 357,000 3.36

野 村 證 券 株 式 会 社 331,667 3.12

墨 屋 勇 289,800 2.73

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 174,200 1.64

岩 城 成 玄 110,100 1.04

石 原 洋 105,000 0.99

新 井 智 英 104,200 0.98

２. 会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

（５）大株主

（注）持株比率は自己株式（775,930株）を控除して計算しております。

３. 新株予約権等の状況
（１）当社役員が保有している職務遂行の対価として交付された新株予約権の

状況

該当事項はありません。

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

（３）その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 日 根 年 治 経営全般

常 務 取 締 役 藤 澤 元 晴

経営全般
Abalance株式会社　常務取締役
WWB株式会社　取締役副社長
株式会社デジサイン　代表取締役社長
株式会社FORTHINK　代表取締役社長

取 締 役 増 田 裕 一 郎
日本光触媒センター株式会社　代表取締役社長
Abalance株式会社　執行役員

取 締 役 阿 部 文 則
上席執行役員　エンジニアリング部長　兼
開発部長

取 締 役 小 林 敏 敬 WWB株式会社　取締役

＊取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

六 川 浩 明

内幸町国際総合法律事務所代表パートナー
東京都立産業技術大学院大学講師
株式会社青山財産ネットワークス　社外監査役
株式会社オープンアップグループ　社外取締役
株式会社ツナググループ・ホールディングス　
社外取締役

＊取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

町 田 勝 弘 株式会社極洋　社外取締役

＊取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

日 下 部 笑 美 子 オープン・シティ研究所共同代表

＊取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

小 山 貴 子
（現姓　大庭）

社会保険労務士事務所フォーアンド代表
株式会社フォーアンド代表取締役

４. 会社役員に関する事項
（１）取締役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. ＊は社外取締役であります。
２. 東京証券取引所の定めに基づく独立役員として取締役（監査等委員）の六川浩明氏、

町田勝弘氏、日下部笑美子氏、小山貴子氏を指定し、同取引所に届け出ております。
３．監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた

組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、
常勤の監査等委員を選定しておりません。
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（２）責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定して
おり、各社外取締役との間で責任限定契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役がその職務につ
き善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額としております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険（D&O保険）契約を締結し、当該保険により被保険者が会社
の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に被保険者
に対して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害を補填す
ることとしております。
　ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起
因する損害は補填されないなど、一定の免責事項が定められております。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社取締役（監査等委員を
含む。）及び子会社取締役、監査役であり、全ての被保険者について、そ
の保険料を全額当社が負担しております。

（４）取締役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、総額の
限度額を株主総会の決議により決定したうえで、代表取締役社長が取締役
会からの委任を受けて、株主総会で承認いただいた報酬限度額の範囲内で
個別の報酬額を決定します。個別の報酬額については、企業業績と企業価
値の持続的な向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に配慮し、担当部
門の業績等の適切な評価を踏まえ、適切なリスクテイクを促進する観点か
らの方針について取締役会の意見を尊重することとし、代表取締役社長に
おいて中長期的な業績の見通し等を総合的に勘案し、その役割と責務に相
応しい水準となるように決定します。
　また、監査等委員である取締役の報酬については、株主総会において決
議された監査等委員である取締役報酬総額の限度内で、個人別報酬額を監
査等委員である取締役の協議で決定します。

なお、取締役会では、以下の方針を定めるものとします。
1) 報酬等（業績に連動しない金銭報酬）は取締役の役位、職責、在任年

数等に応じて支給額を決定する。
2) 業績連動報酬等は支給しない。
3) 非金銭報酬等は支給しない。
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役員区分

報酬等の

総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

取締役の員数

（名）
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

37,290

(1,350)

37,290

(1,350)

－

(－)

－

(－)

7

(1)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

14,400

(14,400)

14,400

(14,400)

－

(－)

－

(－)

4

(4)

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第
140回定時株主総会において、月額6,000千円以内と決議されております。
（当該定時株主総会時点の取締役の員数は５名であります。）
　また、取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第
140回定時株主総会において、月額2,000千円以内と決議されております。
（当該定時株主総会時点の取締役(監査等委員)の員数は４名でありま
す。）

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、取締役の個人別の報酬等決定について代表取締役社長日根
年治に一任するものとし、その権限の内容は、各取締役の役位、職務責
任、貢献度、就任年数に基づいた基本報酬の額としています。
　代表取締役社長に権限を一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつ
つ、各取締役や職責等の評価を行うには代表取締役社長が最も適している
と判断したものであります。

④ 当事業年度の取締役の報酬等の内容が上記方針に沿うものであると取締役
会が判断した理由
取締役の個人別報酬等の内容の決定にあたっては、上述の方針に基づき

代表取締役が決定を行っていることから、取締役会はその決定内容は方針
に沿うものであると判断しております。

⑤ 取締役の報酬等の総額等

（注） 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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【ご参考】

2025年６月24日開催予定の当社第150回定時株主総会の第４号議案「取締役

に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件」が承認可決された場

合、変更予定の当社取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針は

次のとおりであります。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、総額の

限度額を株主総会の決議により決定したうえで、代表取締役が取締役会か
らの委任を受けて、株主総会で承認いただいた報酬限度額の範囲内で個別
の報酬額を決定します。個別の報酬額については、企業業績と企業価値の
持続的な向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に配慮し、担当部門の
業績等の適切な評価を踏まえ、適切なリスクテイクを促進する観点からの
方針について取締役会の意見を尊重することとし、代表取締役において中
長期的な業績の見通し等を総合的に勘案し、その役割と責務に相応しい水
準となるように決定します。
　また、監査等委員である取締役の報酬については、株主総会において決
議された監査等委員である取締役報酬総額の限度内で、個人別報酬額を監
査等委員である取締役の協議で決定します。

なお、取締役会では、以下の方針を定めるものとします。
1) 報酬等（業績に連動しない金銭報酬）は取締役の役位、職責、在任年

数等に応じて支給額を決定する。
2) 業績連動報酬等は支給しない。

3) 非金銭報酬は、譲渡制限付株式とし、取締役（社外取締役および監査

等委員である取締役を除く）に対して譲渡制限付株式付与のために支

給する金銭債権の総額は年額200,000千円以内、かつ、当社が発行又は

処分する普通株式の総数は年200,000株以内（ただし、普通株式の株式

分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われ

た場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分される当社の普通株

式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的

な範囲で調整する。）とする。取締役に付与する譲渡制限付株式の個

数については、会社業績、取締役の職責の範囲その他諸般の事情を勘

案して決定する。

4) 取締役の個人別の報酬における報酬の種類別の割合は、役位、職責、

業績等を総合的に勘案して決定する。
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区 分 氏 名 兼 職 す る 法 人 等 兼職の内容
当 社 と 当 該
法人等との関係

取 締 役
（監査等委員）

六 川 浩 明

内幸町国際総合法律事務所

東京都立産業技術大学院大学

株式会社青山財産ネットワークス

株式会社オープンアップグループ

株式会社ツナググループ・ホールディングス

代表パートナー

講 師

社 外 監 査 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

－
－
－
－
－

取 締 役
（監査等委員）

町 田 勝 弘 株式会社極洋 社外取締役 －

取 締 役
（監査等委員）

日下部笑美子 オープン・シティ研究所 共 同 代 表 －

取 締 役
（監査等委員）

小 山 貴 子
社会保険労務士事務所フォーアンド

株式会社フォーアンド

代 表
代表取締役

－
－

区 分 氏 名
取締役会

（16回開催）
監査等委員会
（14回開催） 取締役会及び監査等委

員会の発言状況
出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役
(監査等委員)

六 川 浩 明 15 94％ 14 100％

弁護士としての経験と高
い見識を有しており、そ
の専門的見地から、取締
役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するた
めの発言、また、当社の
内部統制について、適
宜、必要な発言を行って
おります。また、監査等
委員会においては、取締
役と積極的に意見交流を
図られ、実効性のある内
部監査の充実を提言され
ました。

（５）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

② 当事業年度における主な活動状況
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区 分 氏 名
取締役会

（16回開催）
監査等委員会
（14回開催） 取締役会及び監査等委

員会の発言状況
出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役
(監査等委員)

町 田 勝 弘 16 100％ 12 86％

永年にわたり農林水産省
において要職を務めら
れ、また研究機関により
培われた豊富な経験と高
い学識を有されており、
専門的見地から取締役会
の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発
言、また、当社の内部統
制について、適宜、必要
な発言を行っておりま
す。また、監査等委員会
においては、取締役と積
極的に意見交流を図ら
れ、実効性のある内部監
査の充実を提言されまし
た。

取 締 役
(監査等委員)

日下部笑美子 16 100％ 14 100％

長期に亘る海外滞在[ワ
シントン９年、ロンドン
15年（滞在中にLSE及び
UCLで修士・博士号取
得）]のなかで、国連等
の国際機関からの要請で
各種パネリストを務める
とともに、ソーシャルキ
ャピタルやSDGsの視点か
らの地球環境の考察論文
等を発表するなど、豊か
な国際経験/感覚や客観
的な洞察力から、当社の
取締役会、監査等委員会
においても企業価値向上
のための助言・提言をお
こなっております。

取 締 役
(監査等委員)

小 山 貴 子
（現姓　大庭）

16 100％ 14 100％

社会保険労務士としての
経験と高い見識を有して
おり、その専門的見地か
ら、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保
するための発言等、適
宜、必要な発言を行って
おります。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づき、
取締役会決議があったものとみなす書面決議が５回ありました。
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城南監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

19,800千円

５. 会計監査人に関する事項

（１）会計監査人の名称

城南監査法人　　　　　　　　　公認会計士　山野井俊明

　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　山川　貴生

（２）会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

（３）会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

　当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携

に関する実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討

した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っ

ております。

（４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の

解任のほか、原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難

と認められる場合には、監査等委員会の同意または請求により、会計監査

人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案することを審議いた

します。また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある

等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の

解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６. 会社の体制及び方針

■業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及び運用

状況は、次のとおりであります。

（取締役会決議による最終改訂　2017年６月28日）

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、企業の存立基盤である「企業理念」ならびに経営の基本方針に則っ

た行動規範として「企業行動指針」を制定しており、代表取締役社長がその

精神を役職者はじめ、使用人に知らしめ、法令遵守と社会倫理を企業活動の

原点といたします。

【運用状況】

「企業理念」、「企業行動指針」を定めており、イントラネットや職場掲示

などを通して社内周知し、役員・社員はこれらを遵守しております。また､

取締役会は「企業行動指針」が遵守されているか年に一度確認しておりま

す。

②取締役会は、法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」等に従い、取締

役の相互の意思疎通を図り、経営に関する重要事項を決定するとともに、取

締役の職務執行を監督いたします。

【運用状況】

取締役会を年16回（ほか書面決議５回）開催し、法令等に定められた事項や

経営方針・予算の策定などの重要事項を決定し、月次の経営分析、対策、評

価を検討するとともに法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」等への

適合性及び業務の適正性の観点から審議し、取締役相互に職務執行の状況を

監督しております。

③監査等委員会は、法令、「監査等委員会規程」に基づき、会計監査人等と連

携して、取締役の職務執行の監査を実施いたします。

【運用状況】

監査等委員会を年14回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社

内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法

令・定款等への遵守について監査しております。

④取締役は、法令若しくは定款上疑義ある行為等の違反（以下「コンプライア

ンス違反」という。）を発見した場合には、「コンプライアンス規程」及び
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｢コンプライアンスマニュアル」に基づき、その是正を図りコンプライアン

ス体制の強化に努めます。また、当社は「コンプライアンス規程」の中で内

部通報制度を規定しており、会社は通報内容、プライバシーの秘密保護をす

るとともに、通報者に対し不利益な処遇はいたしません。

【運用状況】

コンプライアンス担当取締役とコンプライアンス責任者（各部門長）、なら

びに外部アドバイザーからなるコンプライアンス委員会を隔月開催し、法

令・定款及び社内規程の遵守の確認を行うほか、内部監査を通じて業務手

順、マニュアルの整備、チェック状況について確認しております。

また、年３回役員はじめ全社員対象にコンプライアンス講習を開催し、コン

プライアンスの社内周知を図っております。さらに、内部通報制度の運用の

状況についても確認・チェックしております。

⑤内部監査を担当する組織として代表取締役社長の直属に「内部監査室」を設

置し、内部監査室は「内部監査規程」に基づき、監査方針・監査計画を作成

し、定期的な監査を行い、その監査結果を取締役会及び監査等委員会に報告

いたします。

【運用状況】

内部監査を担当する内部監査室は、監査方針及び監査計画を作成し、取締役

会の承認を得ております。また、監査方針及び監査計画に基づき定期的に監

査を実施し、監査結果を内部監査報告書として随時または定期的に代表取締

役社長、取締役会及び監査等委員会に報告しております。

⑥反社会的勢力による不当要求に対しては、組織全体として毅然とした態度で

臨むものとし、反社会的勢力及び団体との取引関係の排除、その他一切の関

係を持たない体制を整備いたします。

【運用状況】

企業行動指針において反社会的勢力の排除、対決について明記するととも

に、役員をはじめ全社員に周知しております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、保存

媒体に応じ適切かつ確実に保存・管理するとともに、情報種別に応じ適切な

保存期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維持いたします。
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【運用状況】

取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」、「取締役会規

程」等に基づき保存年限及び所管部署等を定めており、各部署が適切な管理

を行っております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①リスク管理体制の基礎として「緊急事態管理規程」を制定しており、商品市

況、為替相場、金利及び株価等による市場リスク、信用リスク、投資リス

ク、CSR・コンプライアンスリスク、環境、輸出に関わる安全保障管理リス

ク、情報セキュリティリスク、その他各部門に潜在するリスク等の様々なリ

スクを把握・認識し、それぞれのリスクに関する担当責任取締役を置いてお

り、そのリスクへの具体的対応や予防措置を講じます。

【運用状況】

潜在する多様なリスク等を常に把握・認識するとともに、「緊急事態管理規

程」を制定して可能な限り未然に防ぐことを第一とし、危機発生時には企業

価値の毀損を極小化する体制を整備しております。

②不測の事態が発生した場合には、「緊急事態管理規程」に基づき、社長を本

部長とする対策本部を設置し、迅速かつ適正な対応を行い、損害の拡大を防

止し、早期の打開に努めます。

【運用状況】

不測の事態の発生時には、「緊急事態管理規程」に基づき円滑に危機管理体

制を構築し、適切に対応する体制を採っております。

なお、当事業年度中には、不測の事態等の発生はありません。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を月1回（定時）開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開

催します。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、事前

に社長、主要取締役による審議を経て、取締役会において執行決定を行いま

す。
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【運用状況】

定時及び臨時の取締役会を年16回開催、ならびに取締役会の書面決議を年５

回行っております。また、経営方針及び経営戦略に関わる重要事項について

は、事前に社長及び取締役等の審議を経て、取締役会において決定しており

ます。

②取締役会の決議に基づく業務執行は、「職務分掌規程」及び「職務権限規

程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定

めます。

【運用状況】

取締役会の決定に基づく業務執行は、上記の社内規程に基づき、部門長なら

びにグループリーダー等が意思決定ルールに従い業務を分担し、職務執行を

効率的に行っております。

③中期経営計画及び年度事業計画により経営目標の明確化を図り、各部門は年

度毎に経営目標をブレークダウンした「事業部別アクションプラン」を策定

し、進捗状況をチェックいたします。

【運用状況】

中期経営計画及び年度事業計画は社内周知を図るとともに、取締役会で決定

した経営目標に基づく「部門別アクションプラン」を各部門で策定・管理

し、各部門長が適時、進捗状況を確認します。

④法令に基づく開示を適切に行うとともに、それ以外の非財務情報等も株主懇

談会や当社ホームページで積極的に開示いたします。

【運用状況】

東京証券取引所の規則ならびに会社法、金融商品取引法に従い、適時・適切

なディスクロージャーを行うとともに、非財務情報等につきましても積極的

に開示しております。また、当該開示情報は、当社ホームページにアップし

ております。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①コンプライアンス体制の基盤として「企業理念」及び「企業行動指針」に加

え、「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンスマニュアル」を制定

し、その周知徹底を図るとともに、必要に応じ社員に対するコンプライアン

スの教育研修を行います。
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【運用状況】

コンプライアンス委員会を隔月開催し、法令・定款及び社内規程の遵守の確

認を行うほか、「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンスマニュア

ル」の社内周知を積極的に行っております。また、年３回、全社員対象にコ

ンプライアンス講習を開催し、コンプライアンスの社内周知を図っておりま

す。

②内部監査室は、内部監査制度の確保と維持・向上を図り、内部監査を実施す

ることによりコンプライアンス体制の整備を図ります。

【運用状況】

内部監査室は、監査方針及び監査計画に基づき定期的に内部監査を実施し、

業務プロセスやコントロール（統制）の見直しを実施し、社内システムの改

善、内部統制システムの向上を図っております。また、コンプライアンスに

関する監査を実施し、コンプライアンス体制の整備を図っております。

③取締役は、コンプライアンス違反の重要な事実を発見した場合には、直ちに

監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役会に報告いたします。

【運用状況】

取締役が重要なコンプライアンス違反の事実を発見したときは、直ちに監査

等委員会及び取締役会に報告する体制となっております。

なお、当事業年度中には、重要なコンプライアンス違反はありません。

④使用人が、コンプライアンス違反を発見した場合の社内報告体制として、外

部のヘルプラインに通報するという内部通報制度を規定し、通報者の保護と

透明性を維持した的確な体制を整備いたします。

【運用状況】

内部通報制度におきましては、社内及び外部に通報先を定めており、また、

通報者の保護と事実関係の透明性の確保がなされた体制となっております。

なお、当事業年度中には、内部通報に係るものはありません。

（６）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

イ. 当社は子会社に、「グループ会社管理規程」に基づき、子会社の経営内

容を的確に把握するため、月次決算書類等、また必要に応じその他関係

資料を提出させます。
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【運用状況】

子会社である明治機械(徳州)有限公司、株式会社柳原製粉機及び株式会社デ

ジサインは、月次決算資料等を毎月提出しており、当社は経営内容を的確に

把握し分析しております。

ロ. 当社は子会社に、当社の取締役を当該子会社の取締役会（董事会）に出

席させるとともに、子会社の経営成績、財務状況その他重要な情報につ

いて当社へ報告させます。

【運用状況】

毎月開催される明治機械(徳州)有限公司、株式会社柳原製粉機及び株式会社

デジサインの取締役会（董事会）には、当社の取締役ほかが出席しており、

経営成績、財務状況その他重要な情報について適時、当社へ報告しておりま

す。

ハ. 「グループ会社管理規程」に基づき、子会社の管理基準を明確化し、経

営上の重要な事項に関して当社への申請・決裁・報告制度により、グル

ープ会社の経営管理を行い、必要に応じモニタリングを実施いたしま

す。

【運用状況】

「グループ会社管理規程」において、子会社の管理基準を明確に定め、経営

上の重要な事項に関しては当社へ申請・決裁・報告することとなっており、

適宜、子会社の経営管理を行い、必要に応じモニタリングを実施しておりま

す。

②子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 当社は子会社に、リスク管理体制の基礎として「緊急事態管理規程」等

を制定し、リスクの発生防止、また発生したリスクに対する適切な対応

により、会社の損失を最小限に留めることを求めます。

【運用状況】

当社は「緊急事態管理規程」を定めており、同様のリスク管理体制を子会社

にも求め、リスクの発生防止、迅速な対応により、会社損失の最小化を図っ

ております。

ロ. グループ会社における業務の適正性を確保するため、グループ会社独自

にコンプライアンス体制を構築する必要があるとともに、当社の「企業

行動指針」をグループ会社にも適用いたします。
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【運用状況】

当社の「企業行動指針」を子会社においても社内周知させ、子会社のコンプ

ライアンス体制につきましては、規程類の整備を行い運用することとしてお

ります。

③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

イ. 当社は、子会社の自主性及び独立性を確保しつつ､｢グループ会社管理規

程｣に基づき､グループ経営の運営管理制度の立案及び推進を行います。

【運用状況】

子会社の自主性及び独立性の確保を念頭に置き、毎月開催される明治機械

(徳州)有限公司、株式会社柳原製粉機及び株式会社デジサインの取締役会

（董事会）には、当社取締役ほかが出席をして、グループ経営の運営管理体

制を推進しております。

ロ. 当社の子会社に対する支援・管理業務は、「グループ会社管理規程」に

基づき、担当部門である財務経理部が行います。

【運用状況】

子会社の支援・管理業務は、「グループ会社管理規程」に基づき財務経理部

が行っております。

ハ. 当社の内部監査室は、子会社の内部監査を定期的に行い、内部統制の有

効性と妥当性の確保、不正及び過誤の防止を図ります。

【運用状況】

内部監査室は、子会社の内部監査を年１回定期的に行い、内部統制の有効性

と妥当性の確保、不正及び過誤の防止を図っております。

④子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

イ. 子会社の取締役（董事）は、コンプライアンス違反の重要な事実を発見

した場合には、直ちに監査等委員会に報告いたします。

【運用状況】

子会社の取締役（董事）は、コンプライアンス違反の重要な事実を発見した

場合には、直ちに監査等委員会に報告する体制となっております。

なお、当事業年度中には、重要なコンプライアンス違反はありません。

ロ. 当社と関係グループ会社との取引は、原則として関係グループ会社以外

との取引条件と同一のものとし、特に必要と認められる場合には、取締

役会の承認を要します。
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【運用状況】

関係グループ会社との取引は、原則、他の会社との一般的な取引条件と同一

のものとしており、特に必要と認められる場合には、取締役会の承認を得て

おります。

ハ. 当社は、内部通報制度の規定を子会社に適用し、子会社の法令違反等に

ついては当社の監査等委員会に報告する体制を整備いたします。

【運用状況】

内部通報制度の規定を子会社にも社内周知させ、子会社の法令違反等につい

ては当社の監査等委員会に報告する体制を整備しております。

なお、当事業年度中には、内部通報に係るものはありません。

（７）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、現在の監査等委員会体制をもって充分その職務を遂行できるものと

考えており、監査等委員会の職務を補助すべき専属の使用人は配属しており

ません。将来、監査等委員会が必要とした場合には、当該使用人を置きま

す。

【運用状況】

現在、当社監査等委員会は４名で構成されており、全て社外監査等委員の体

制となっております。現在の体制でその職務を充分に遂行できるものと考

え、監査等委員会の職務を補助すべき専属の使用人は配属しておりません。

将来、監査等委員会が必要とした場合には、当該使用人を置くこととしてお

ります。

（８）監査等委員会への報告に関する体制

①取締役及び使用人が当社の監査等委員会へ報告するための体制

イ. 取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項

について遅滞なく監査等委員会に都度報告するものといたします。前記

に関わらず、監査等委員である取締役は社内回付の決裁稟議書の全てを

閲覧できるほか、必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求めるこ

とができます。
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【運用状況】

監査等委員は、取締役会ほか重要会議に出席するなどにより、取締役会等で

決議または報告された事項、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等の

必要な情報を得ており、また、内部監査室の内部監査の報告を適宜受けるな

ど定期的に連携し、内部監査の実施状況及びその結果の情報を得ておりま

す。さらに、内部通報の事案の内容等の報告や決裁稟議書の全てを閲覧でき

ることとなっております。

ロ. 監査等委員である取締役は、取締役会及びその他経営上重要な会議に出

席し、必要に応じて監査等委員である取締役を除く取締役及び使用人か

らその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができます。

【運用状況】

監査等委員は、取締役会及びその他経営上重要な会議に出席し、必要に応じ

て取締役及び使用人からその職務の執行状況を聴取するとともに、関係資料

を閲覧しております。

ハ. 内部通報制度に関する規定及びその適切な運用・維持により、法令違

反、その他コンプライアンス上の問題について、監査等委員会への適切

な報告体制を確保いたします。

【運用状況】

内部通報制度に関する規定の適切な運用・維持により、コンプライアンス違

反等について、監査等委員会への適切な報告体制を確保しております。

ニ. 監査等委員会は、各部門担当取締役と定期的に担当部門のリスクならび

にリスク管理体制とその対応状況について、協議・ヒアリングを行いま

す。

【運用状況】

監査等委員会は、取締役と定期的に担当部門のリスクならびにリスク管理体

制とその対応状況について、協議・ヒアリングを行っております。

ホ. 内部監査室の責任者は、内部監査の実施状況または業務遂行の状況を監

査等委員会に報告いたします。

【運用状況】

内部監査室長は、内部監査の実施状況または業務遂行の状況を内部監査報告

書により四半期毎に、監査等委員会に報告しております。
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②当社の子会社の取締役等、監査等委員または監査役、業務を執行する社員、

会社法第598条第1項の職務を行うべき者その他これらに相当する者及び使用

人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するた

めの体制

イ. 子会社の取締役等及び使用人は、当社の監査等委員会から業務執行に係

る事項について報告を求められた時は、速やかに適切な報告を行いま

す。

【運用状況】

監査等委員は子会社の取締役会（董事会）に出席する当社の取締役ほかに対

し、監査等委員会から業務執行に係る事項について報告を求められた時は、

迅速かつ適切な報告を行っております。

ロ. 子会社の取締役等及び使用人は、当社グループの業務または業績に影響

を与える重要な事項については、発見次第、遅滞なく当社の総務部に報

告を行い、総務部は監査等委員会に報告いたします。

【運用状況】

子会社の取締役等及び使用人は、発見次第、当社の総務部に報告後、総務部

は監査等委員会に報告する体制となっております。

ハ. 当社の総務部または内部監査室は、定期的に当社の監査等委員会に対し

て、子会社における内部統制監査、コンプライアンス、リスク管理等の

現状を報告いたします。

【運用状況】

内部監査室は、子会社の内部監査を通じ、内部統制、コンプライアンス、リ

スク管理等の現状について、内部監査報告書を作成し定期的に監査等委員会

に報告しております。

（９）監査等委員会への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

監査等委員会への報告を行った当社及び当社グループの取締役等及び使用人

に対し、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行わないことを内部通

報制度に規定し、報告者を保護する体制を整備いたします。

【運用状況】

内部通報制度におきましては、監査等委員会への報告をした者が当該報告を

理由として不利な取扱いを受けないなど、通報者の保護と事実関係の透明性

の確保がなされた体制となっております。なお、当事業年度中には、内部通

報に係るものはありません。
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（10）監査等委員の職務の執行において生じる費用の前払い等の処理に係る方針

に関する事項

当社の監査等委員からその職務の執行について、当社へ費用の前払い等の請

求を受けた場合は、総務部にて審議のうえ、明らかに監査等委員の請求に係

る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと判断できる

場合を除き、速やかに費用または債務を処理いたします。

【運用状況】

当社の監査等委員からその職務の執行の過程で、費用の前払い等の請求を受

けた場合は、総務部は、監査等委員の請求に係る費用または債務が当該監査

等委員の職務の執行に必要ではないと判断できる場合を除き、速やかに費用

または債務を処理する体制となっております。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①代表取締役と定期的に意見・情報交換会を行い、また、会計監査人との連携

等により適切な意思疎通を図り、実効的な監査業務を遂行いたします。

【運用状況】

代表取締役とのヒアリングを定期的に実施して意見・情報交換を行ってお

り、また、会計監査人とは定期的に決算ミーティングほか、随時に報告・連

絡・相談を行うなど連携し、実効的な監査業務を遂行しております。

②当社グループ会社の監査等委員または監査役等との連絡を密にし、情報交換

に努め、連携して当社グループとしてのコンプライアンス強化・充実を図り

ます。

【運用状況】

監査等委員は子会社との情報交換に努めるとともに、連携して当社グループ

会社としてのコンプライアンス強化・充実を図る体制となっております。

③内部監査室との密接な連携を保ち、監査等委員会の監査の実効性を高めま

す。

【運用状況】

監査等委員が内部監査室の内部監査の内容及び結果の報告を適宜受けるな

ど、常時、密接な連携をして監査等委員会の監査の実効性を高めておりま

す。
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（12）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、当社及び当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、「財務

報告に係る内部統制の基本方針」を制定するとともに、金融商品取引法に基

づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システムの構築

を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば

必要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関係法令等の適合

性を確保する体制を整備いたします。

【運用状況】

「財務報告に係る内部統制の基本方針」を制定し、イントラネットにアップ

するなど当社及び当社グループ会社に社内周知しております。また、内部監

査室は、各部門の内部監査を定期的に実施するとともに、業務プロセスのリ

スクやそのコントロール（統制）の見直しを行い、関係部署と協議のうえ、

社内運用ルール、社内システムの改善につなげ、内部統制システムの質的向

上を図っております。また、財務報告の信頼性に及ぼす影響を鑑み、策定し

た監査計画書に基づき、内部統制の有効性の評価を実施しております。

７. 会社の支配に関する基本方針

　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）

は、次のとおりであります。

会社の支配に関する基本方針の内容

　当社は、お客様に信頼され、満足される商品・サービスを提供し、社

会に貢献する企業であることを理念として、今日まで120余年に亘り、

穀類（米、麦、大豆、とうもろこし、こーりゃん等）を粉砕する機器を

中心とした周辺関連分野の機械設備・プラントを生産・建設してまいり

ました。日本で主食とされる米、パン、麺類を始め、副食として大きな

分野を占めている牛、豚、鶏や魚のための飼料、さらにはビール、醤

油、食用油など穀類が原料となる醸造食品は、すべて、これを粉砕する

機器がなければ生産することができません。また、これら機械設備は、

食糧の素材を加工するものであるため、その品質面で安全、衛生、安定

性などが特に要求されます。そこで、当社は、主要な取引先であります

飼料・製粉・醸造・製菓のお客様を始め、多くのお客様に対し、ご満足
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頂ける高品質で、きめ細かなサービスをご提供するべく、その実現に

日々努めてまいりました。かかる営みは、結果的に、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保・向上させるものでもあると考えておりま

す。

　以上により、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

は、このような当社の事業の本質、当社の企業理念及び当社企業価値の

源泉、取引先企業等の当社のステークホルダーとの信頼関係の重要性を

十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上さ

せる者でなければならないと考えております。

　他方、当社も上場企業である以上、健全な投資家の皆様が当社の株式

を買い付けることは、原則、自由です。しかし、当社の経営理念を否定

し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に向けた施策に異を唱える

者によって当社に対する買収提案が行われた場合、これを受け入れるか

どうかは、その時点における株主の皆様の適切なご判断に委ねられるべ

きものと考えております。そして、株主の皆様に適切にご判断いただく

ためには、株主の皆様に十分な情報を提供することが必須です。

　また、大規模買付行為の中には、その目的等から企業価値ひいては株

主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の

売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が

大規模買付行為の内容等を検討し、代替案を提案するための十分な時間

や情報を提供しないものが、大規模買付者に定義されます。提示した条

件よりも有利な条件を引き出すために大規模買付者との交渉を必要とす

るもの等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少

なくありません。当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益

に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者として不適切であると考えております。
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（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

前 渡 金

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,850,718

1,652,416

2,080,861

131,579

209,427

345,123

69,920

43,704

18,657

300,000

2,078

△3,051

1,982,370

1,428,774

700,703

411,637

205,768

9,808

100,856

228,121

142,056

86,064

325,474

149,409

60,324

167,391

115,740

△167,391
　

流 動 負 債 2,396,236

買 掛 金 760,686

電 子 記 録 債 務 369,796

短 期 借 入 金 292,000

1年内返済予定の長期借入金 507,560

リ ー ス 債 務 2,720

未 払 法 人 税 等 17,906

未 払 費 用 41,153

前 受 金 188,057

賞 与 引 当 金 71,253

工 事 損 失 引 当 金 98

そ の 他 145,002

固 定 負 債 1,398,496

長 期 借 入 金 1,201,338

リ ー ス 債 務 8,199

退職給付に係る負債 169,964

資 産 除 去 債 務 12,588

そ の 他 6,406

負 債 合 計 3,794,732

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,845,331

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 774,629

利 益 剰 余 金 2,227,564

自 己 株 式 △256,862

その他の包括利益累計額 193,025

その他有価証券評価差額金 △18,280

為替換算調整勘定 211,305

純 資 産 合 計 3,038,356

資 産 合 計 6,833,089 負 債 純 資 産 合 計 6,833,089

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,511,496

売 上 原 価 4,992,068

売 上 総 利 益 1,519,427

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,251,837

営 業 利 益 267,590

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 13,511

受 取 保 険 金 21,725

社 宅 使 用 料 7,341

補 助 金 収 入 13,735

そ の 他 9,174 65,487

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,940

1 2 5 周 年 記 念 事 業 費 2,247

そ の 他 1,587 18,775

経 常 利 益 314,302

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 249 249

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 160,307

固 定 資 産 除 却 損 1,003 161,310

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 153,241

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,466

法 人 税 等 調 整 額 10,345 32,812

当 期 純 利 益 120,428

親会社株主に帰属する当期純利益 120,428

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2024年４月１日残高 100,000 774,629 2,151,882 △86,622 2,939,889

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △44,746 － △44,746

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 120,428 － 120,428

自 己 株 式 の 取 得 － － － △170,240 △170,240

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（ 純 額 ）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合
計

－ － 75,682 △170,240 △94,557

2025年３月31日残高 100,000 774,629 2,227,564 △256,862 2,845,331

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

2024年４月１日残高 72,374 166,864 239,238 3,179,128

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － △44,746

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － 120,428

自 己 株 式 の 取 得 － － － △170,240

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（ 純 額 ）

△90,654 44,441 △46,213 △46,213

連結会計年度中の変動額合
計

△90,654 44,441 △46,213 △140,771

2025年３月31日残高 △18,280 211,305 193,025 3,038,356

連結株主資本等変動計算書

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

前 払 費 用

前 渡 金

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,082,235

1,118,100

6,737

131,579

1,996,673

162,022

282,510

18,150

43,092

17,460

300,000

8,342

△2,435

2,273,826

1,382,115

631,184

67,410

364,625

60,734

205,768

7,286

45,104

32,628

14,408

18,219

859,082

70,276

290,000

79,132

279,828

58,104

167,391

81,740

△167,391
　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 負 債 2,280,881

電 子 記 録 債 務 369,796

買 掛 金 710,873

短 期 借 入 金 292,000

1年内返済予定の長期借入金 482,432

リ ー ス 債 務 1,968

未 払 金 43,443

未 払 費 用 22,902

前 受 金 187,832

預 り 金 5,901

未 払 法 人 税 等 10,931

賞 与 引 当 金 62,588

工 事 損 失 引 当 金 98

そ の 他 90,113

固 定 負 債 1,357,533

長 期 借 入 金 1,163,300

長 期 預 り 金 80

資 産 除 去 債 務 12,588

退 職 給 付 引 当 金 169,171

リ ー ス 債 務 6,068

そ の 他 6,326

負 債 合 計 3,638,415

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 2,735,926

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 774,629

資 本 準 備 金 176,700

そ の 他 資 本 剰 余 金 597,929

利 益 剰 余 金 2,118,159

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,118,159

繰 越 利 益 剰 余 金 2,118,159

自 己 株 式 △256,862

評価・換算差額等 △18,280

その他有価証券評価差額金 △18,280

純 資 産 合 計 2,717,646

資 産 合 計 6,356,061 負 債 純 資 産 合 計 6,356,061

貸　借　対　照　表

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,346,991

売 上 原 価 4,900,178

売 上 総 利 益 1,446,813

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,181,242

営 業 利 益 265,571

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,015

受 取 保 険 金 21,725

社 宅 使 用 料 7,341

補 助 金 収 入 13,735

そ の 他 4,473 55,290

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,070

1 2 5 周 年 記 念 事 業 費 2,247

そ の 他 1,681 17,998

経 常 利 益 302,862

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 249 249

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 160,307

固 定 資 産 除 却 損 1,003 161,310

税 引 前 当 期 純 利 益 141,801

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,399

法 人 税 等 調 整 額 9,207 20,607

当 期 純 利 益 121,194

損　益　計　算　書

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計
資 本 準 備 金

その他資本剰

余 金

資 本 剰 余 金

合 計

そ の 他

利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益

剰 余 金

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 100,000 176,700 597,929 774,629 2,041,711 2,041,711 △86,622 2,829,719

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 － － － － △44,746 △44,746 － △44,746

当期純利益 － － － － 121,194 121,194 － 121,194

自己株式の取得 － － － － － － △170,240 △170,240

株主資本以外の項目の事業年度中
の 変 動 額
（ 純 額 ）

－ － － － － － － －

事 業 年 度 中 の
変動額合計

－ － － － 76,447 76,447 △170,240 △93,792

2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 100,000 176,700 597,929 774,629 2,118,159 2,118,159 △256,862 2,735,926

評価・換算差額等

純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券

評 価 差 額 金

評価・換算差額

等 合 計

2 0 2 4 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 72,374 72,374 2,902,093

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 － － △44,746

当期純利益 － － 121,194

自己株式の取得 － － △170,240

株主資本以外の項目の事業年度
中 の 変 動 額
（ 純 額 ）

△90,654 △90,654 △90,654

事 業 年 度 中 の
変動額合計

△90,654 △90,654 △184,447

2 0 2 5 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 △18,280 △18,280 2,717,646

株主資本等変動計算書

（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 野 井 俊 明
指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 川 貴 生

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

明治機械株式会社
取締役会　御中

城南監査法人
東  京  都  渋  谷  区

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、明治機械株式会社の2024年４月１日

から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、明治機械株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計
算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報
告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実
施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 野 井 俊 明
指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 川 貴 生

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

明治機械株式会社
取締役会　御中

城南監査法人
東　京　都　渋　谷　区

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、明治機械株式会社の2024年４月１日

から2025年３月31日までの第150期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監
査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2024年４月1日から2025年３月31日までの第150期事
業年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結
果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる
事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
　①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内

部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本
方針及び同号ロの各取組み並びに会社法施行規則第118条第５号イの
留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、取締役会そ
の他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えま
した。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①第150期事業年度に係る事業報告及びその附属明細書は、法令及び
定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針は相当であると認めます。事業報
告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組み
は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損
なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないと認めます。

⑤事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引を
するに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取
引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及び
その理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人城南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人城南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2025年５月22日

明 治 機 械 株 式 会 社 　 監 査 等 委 員 会

監 査 等 委 員 六 川 浩 明 ㊞

監 査 等 委 員 町 田 勝 弘 ㊞

監 査 等 委 員 日 下 部 笑 美 子 ㊞

監 査 等 委 員 小 山 貴 子 ㊞
　

　なお、監査等委員六川浩明、町田勝弘及び日下部笑美子並びに小山貴子
は、いずれも会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締
役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主尊重の立場から、株主利益の遵守かつ安定した配当を実施するこ
とが経営の最重要課題であると認識しております。
また、当社は収益状況、財務体質の強化、ならびに将来的な事業展開に備える

ための内部留保等を総合的に勘案し、安定的な配当を実現していくことを基本方
針としております。
第150期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案

し、以下のとおり実施いたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金６円　　総額は63,760,236円
（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月25日
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候補者

番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

１

ひ

日
 

　
ね

根
 

　
とし

年
 

　
はる

治
（1969年７月24日生）

【再　任】

2000年２月 当社入社

2013年４月 当社営業部長、経営企画管

理部長

2013年５月 ラップマスターエスエフテ

ィ株式会社　取締役

2013年６月 当社取締役　営業部担当

経営企画部担当

　　〃　　　明治機械（徳州）有限公司

董事

2017年６月 当社取締役　産業機械事業

担当、プラント部担当

2017年９月 株式会社柳原製粉機　代表

取締役社長

2018年４月 当社取締役　産業機械事業

担当、プラント部担当、経

営管理部担当

2018年６月 当社常務取締役　産業機械

事業担当、経営管理部担当

2019年４月 当社常務取締役　産業機械

事業本部管掌

2021年６月 当社代表取締役社長（現

任）

8,000株

【取締役候補者とした理由】
日根年治氏は、当社のプロパーとして取締役に就任後、取締役として十分な実績を
有しており、今後もこの経験を当社経営に活かすことができると判断し、あらため
て選任をお願いするものであります。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同

じ。）の５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役会において機動的に意思決定が行えるよう１名減員し、新た

に取締役４名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

２

ふじ

藤　
さわ

澤　
もと

元　
はる

晴
（1952年５月16日生）

【再　任】

1993年３月 東京相和銀行（現東京スタ

ー銀行）飯田橋支店長

1995年５月 同行審査部審査役　業務

部・融資部副部長

1998年３月 同行本店第五部部長　資産

査定部長

1999年12月 シティファイナンシャルジ

ャパン（シティグループ）

本部長

2007年２月 ベアスターンズ証券ダイレ

クター

2013年５月 新生銀行推進役

2017年４月 昭和リース推進役

2018年４月 Abalance株式会社　シニ

アゼネラルマネージャー

2019年２月 同社　執行役員

2019年９月 同社　上席執行役員

2020年８月 Abit株式会社　代表取締

役

2020年10月 Abalance株式会社　常務

執行役員

2022年３月 株式会社デジサイン　代

表取締役会長

　　〃　　　株式会社FORTHINK　代表

取締役会長

2022年６月 当社取締役

2022年７月 当社常務取締役（現任）

2023年９月 株式会社デジサイン　代

表取締役社長（現任）

　　〃　　　株式会社FORTHINK　代表

取締役社長（現任）

2024年９月 Abalance株式会社　常務

取締役（現任）

2024年12月 WWB株式会社　取締役副社

長（現任）

14,600株

【取締役候補者とした理由】

藤澤元晴氏は、長年金融業界に従事され、事業会社の経営幹部としても豊富な知識

と経験を有しており、今後も当社の経営に対する有益な助言とさらなる監督強化を

行えるものと期待し、あらためて選任をお願いするものであります。

－ 49 －



候補者

番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

３

あ

阿　
べ

部　
ふみ

文　
のり

則
（1971年８月30日生）

【再　任】

1990年４月 当社入社
2012年４月 当社プラント機工部長
2013年４月 当社プラント部長
2019年４月 当社産業機械事業本部プラ

ント部　部長
2021年10月 当社産業事業部副事業部

長、設計部長
2022年４月 当社執行役員　産業事業部

副事業部長、設計部長、プ
ラント管理部長

2024年４月 当社上席執行役員　エンジ
ニアリング部長、開発部長
（現任）

2024年６月 当社取締役（現任）

3,363株

【取締役候補者とした理由】
阿部文則氏は、当社のプロパーとして主にプラント事業における設計職に長年従事
し、当社における技術に関する豊富な知見と経験を有しており、今後もこの経験を
当社の経営に活かすことができると判断し、あらためて選任をお願いするものであ
ります。

４

お

小　
ざわ

澤　
じゅん

淳　
いち

一
（1970年４月9日生）

【新　任】

1989年４月 当社入社
2013年４月 当社生産管理部長
2019年４月 当社産業機械事業本部　営

業部長
2021年10月 当社産業事業部長
2022年３月 当社執行役員　産業事業部

長
2024年４月 当社上席執行役員　足利事

業所長、製造部長
2025年４月 当社上席執行役員　足利事

業所長、総務部長、財務経
理部長（現任）

2025年５月 株式会社柳原製粉機　代表
取締役社長（現任）

2,467株

【取締役候補者とした理由】
小澤淳一氏は、当社のプロパーとして主に製造・営業全般に関する職務に長年従事
し、当社における製造・営業全般に関する豊富な知見と経験を有しており、その経
験が当社の経営における営業的側面からの監督強化を行えるものと期待し、新たに
選任をお願いするものであります。

（注）１.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２.当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しており、これにより取締役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における
損害等を填補することとしております。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、
当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約について同内容での更新を
予定しております。
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候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する

当 社 の

株 式 数

※
１

ろく

六　
がわ

川　
ひろ

浩　
あき

明
（1963年６月10日生）

【再　任】

【社外取締役在任期間】

３年０か月

1997年４月 堀総合法律事務所
2002年６月 Barack Ferrazzano法律事務所

（シカゴ）
2005年８月 米スタンフォード大学客員研究員
2007年３月 東京青山・青木・狛Baker & 

McKenzie法律事務所
2007年４月 東京都立産業技術大学院大学講師

（現任）
2008年６月 小笠原六川国際総合法律事務所代

表パートナー
2009年３月 株式会社船井財産コンサルタンツ

（現株式会社青山財産ネットワー
クス）社外監査役（現任）

2012年４月 東海大学法科大学院教授（2017年
まで）

2016年12月 株式会社ツナググループ・ホール
ディングス　社外取締役（現任）

2020年９月 Abalance株式会社　社外取締役
　　゛　　　 WWB株式会社　監査役
　　゛　　　 Abit株式会社　監査役
2022年３月 株式会社デジサイン　監査役
　　゛　　　 株式会社FORTHINK　監査役
2022年４月 内幸町国際総合法律事務所代表パ

ートナー（現任）
2022年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
2023年９月 株式会社オープンアップグループ

社外取締役（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
六川浩明氏は、長年弁護士として国内外での企業法務における豊富な経験と複数の
要職で培われた幅広い見識に基づき、経営に対する有益な助言とさらなる監督強化
を行えるものと期待し、当社の社外取締役に就任した際には、職務を適切に遂行い
ただけるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者としております。

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役小山貴子氏が任期
満了となり、また、六川浩明氏、町田勝弘氏および日下部笑美子氏の各氏が辞任
されますので、取締役会全体の構成を勘案して１名減員し、新たに監査等委員で
ある取締役３名の選任をお願いするものであります。
　また、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

※
２

くさ

日 
か

下 
べ

部 
え

笑 
み

美 
こ

子
（1952年１月28日生）

【再　任】

【社外取締役在任期間】

３年０か月

2011年１月 ロンドン大学UCLバートレット校
都市計画学博士

2015年４月 立教大学大学院21世紀社会デザイ
ン研究所客員教授（2020年３月ま
で）

2016年１月 株式会社オープンシティ研究所共
同代表（現任）

2022年６月 当社社外取締役（監査等委員）
（現任）

（以下のような国連機関依頼の業務・パネリス
ト経験）

1998年４月 世界銀行ボランティアサービス執
行役員会新入行者受入委員会チェ
アパーソン

2015年10月 国連経済社会理事会（UN 
ECOSOC）下の「人間居住計画」
（HABITAT）

2017年５月 国連行政管理ネットワーク
（UNPAN）にて「公共空間を使っ
て地域でSDGs教育を広める」

2023年２月 「部門、空間範囲を超えて集団を
支え繋ぐ第３の社会関係資本」研
究論文等

2025年５月 国際NGO、International Council 
for Caring Communities より包
摂的社会構築に寄与する女性賞を
受賞

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
日下部笑美子氏は、長期に亘る海外滞在〔ワシントン９年、ロンドン15年（滞
在中にLSE及びUCLで修士・博士号取得）〕のなかで、国連等の国際機関からの
各種パネリストを務めるとともに、ソーシャルキャピタルやSDGsの視点からの
地域環境の考察論文等を発表するなど、豊かな国際経験/感覚や客観的な洞察
力から、当社グループの中長期的な企業価値の向上に貢献が期待できるものと
判断し、監査等委員である社外取締役候補者としております。
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候補者

番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株 式 数

※
３

こ

小
やま

山
 

　
たか

貴
こ

子

（1970年１月３日生）

【再　任】

【社外取締役在任期間】

３年３か月

1992年４月　株式会社リクルート（現株式会社
リクルートホールディングス）入
社

2005年３月　株式会社揚羽プロダクション入社
2011年３月　株式会社ブレインコンサルティン

グオフィス入社
2012年７月　小山貴子社会保険労務士事務所

（現社会保険労務士事務所フォー
アンド）　代表（現任）

2015年４月　株式会社ツナグ・ソリューション
ズ（現株式会社ツナググループ・
ホールディングス）　社外監査役

2015年９月　株式会社イノベーション　社外監
査役

2017年１月　公益財団法人東京都中小企業振興
公社創業ステーション丸の内人事
専門相談員（現任）

2017年７月　株式会社フォーアンド　代表取締
役（現任）

2020年４月　一般社団法人日本テレワーク協会
客員研究員（現任）

2022年３月　当社社外取締役（監査等委員）
（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
小山貴子氏は、永年にわたり社会保険労務士として人事労務等に関する豊富な
知見と経験を有しており、専門的な立場から助言や指導をしていただくととも
に、中立的な視点から、業務執行に対する適切な監督を行っていただくことが
期待されるため、監査等委員である社外取締役候補者としております。

（注）１. ※印は社外取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３. 六川浩明氏、日下部笑美子氏及び小山貴子氏は、株式会社東京証券取引所の規

定に基づく独立役員の要件を満たしており、各氏の選任が承認された場合に
は、独立役員として指定する予定であります。

４. 当社は、六川浩明氏、日下部笑美子氏及び小山貴子氏の各氏との間で、会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条
第１項に定める最低責任限度額としております。なお、各氏の再任が承認され
た場合には、当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結しており、これにより取締役が業務に起因して損害賠償責任を負った
場合における損害等を填補することとしております。なお、各候補者が監査等
委員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途
中に当該保険契約について同内容での更新を予定しております。
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第４号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2015年６
月25日開催の第140回定時株主総会において、月額6,000千円以内（ただし、使用
人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とご承認いただいております。
　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（社外取締
役及び監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の
企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様と
の一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠にて、対象
取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することとし
たいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する
報酬は金銭債権とし、その総額は、年額200,000千円以内と致します。また、各
対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定す
ることと致します。
　なお、現在の対象取締役は５名でありますが、第２号議案「取締役（監査等委
員である取締役を除く。）４名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、対
象取締役は４名となります。

　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される
金銭債権の全部を現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行又は
処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数
は年200,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式
の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場
合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調
整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）と
致します。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東
京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合
は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対
象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定しま
す。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分並びにその現物出資財産と
しての金銭債権の支給に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を
含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結することを
条件とします。また、本議案における報酬額の上限、発行又は処分をされる当社
の普通株式の総数その他の本議案に基づく対象取締役への譲渡制限付株式の付与
の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定に関する方針（なお、当該方針の内容は、18ページをご参照くださ
い。）、その他諸般の事情を考慮して決定されており、相当であると考えており
ます。
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【本割当契約の内容の概要】
（１）譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より30年間（以下「譲
渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通
株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定そ
の他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

（２）退任時の取扱い
対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社又は当社子会社の役職員の地位
のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任した場合には、その退任
につき、任期満了、死亡その他の正当な理由がある場合を除き、当社
は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間
中、継続して、当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役
会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につ
いて、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただ
し、当該対象取締役が、上記（２）に定める任期満了、死亡その他の正
当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記（２）に定める地位
を退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限
を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、
当社は、上記の定めに従い譲渡制限が解除された直後の時点において、
なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（４）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消
滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式
移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、
当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合にお
いては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決
議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの
期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編
等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に
規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が
解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるも
のとする。

以　上
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会場： 東京都千代田区神田錦町二丁目２番地１

神田スクエア　３階　SQUARE ROOM

TEL 03－6811－7866

交通 都営新宿線小川町駅／丸ノ内線淡路町駅／

千代田線新御茶ノ水駅

 B7出口より 徒歩約3分

半蔵門線神保町駅  A9出口より 徒歩約5分

東西線竹橋駅  3b出口より 徒歩約6分

千代田線大手町駅  C2b出口より 徒歩約8分

JR中央・総武線御茶ノ水駅  聖橋口より 徒歩約9分

JR神田駅  4番／北口より 徒歩約10分
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